
令和５年10月30日（月）午後１時、オンラインによ

るテレビ会議で、33大学62名の加盟校の理事長、学長、

理事、副学長・学長補佐、教務部長、学部長当の関係

者が参集して「デジタル社会の進展が大学教育の変革

を迫る」をテーマに開催した。

開会にあたり、向殿政男会長（鉄道総合技術研究所
会長、明治大学顧問）より、｢変動が激しく不確実で、
予測できない複雑な問題を抱える現代社会では、これ

までの常識が通用しなくなると言われている。AIとの

共存生活に対応できるよう、自ら考える力を訓練し、

物事の本質を捉える中で、課題を設定し解決する教育

が要請されており、大学としてどのように向き合うべ

きか、現状を振り返る中で、学生主体の改革行動を強

化していく機会にいたしたい。」との挨拶があった。以

下に、講演の概要を報告する。

講演１

第４期教育振興基本計画のコンセプトと
高等教育の政策
文部科学省総合教育政策局政策課長

滝波　　泰　氏
（１）社会の現状や変化について、労働生産性はOECD

諸国の中でも下位で、由々しき状態にある。先端IT人

材の不足、デジタル化や脱炭素化により、2050年に

は事務専従者で４割減少する一方、情報処理・通信技

術者は２割増加する。Society5.0において企業が特に

期待する能力は､課題設定・解決能力､論理的思考力、

創造力が求められている。また、18歳の国や社会に

対する意識では､自分の行動で国や社会を変えられる

と思う割合が３割未満となっており、米国・イギリ

ス・中国・韓国・インドの中で最下位となっている。

（２）そういう中で、教育振興基本計画を策定した。計

画のコンセプトは、未来に向けて自らが社会の創り

手となり、課題解決などを通じて持続可能な社会を

維持・発展させていく。社会課題の解決を経済成長

と結び付けてイノベーションにつなげる取組や、一

人一人の生産性向上等による、活力ある社会の実現

に向けて「人への投資」が必要となっている。

主体性、リーダーシップ、創造力、課題発見・解

決力、論理的思考力、表現力、チームワークなどを

備えた人材の育成を目指すとともに、個人が幸せや

生きがいを感じ、地域や社会が幸せや豊かさを感じ

られるものとなるためのウェルビーイングの向上を

目指すとしている。

（３）今後の教育政策に関する基本的な方針は、①グロ

ーバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続け
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る人材の育成として、「主体的・対話的で深い学び」

の視点からの授業改善、大学教育の質保証、文理横

断・文理融合教育等の推進、グローバル化対応の留

学等国際交流、リカレント教育を通じた高度人材育

成など、②誰一人取り残されず、全ての人の可能性

を引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進、③

地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた

教育の推進、④電子化から最適化、新たな価値（DX）

の３段階を見据えた第１段階から第２段階への移行

の着実な推進としての教育DXの推進、⑤計画の実効

性確保のための基盤整備・対話としている。

(４）教育投資の在り方としては、高等教育の修学支援

新制度等による教育費負担軽減を着実に実施すると

ともに、高等教育の給付型奨学金等の多子世帯や理

工農系の学生等の中間層への拡大と教育の質の向上

に向けた環境整備として、私学助成の適切な措置、

成長分野への転換支援の基金創設、リカレント教育

の環境整備などとしている。

(５）高等教育政策の主な動向としては、①教育未来創

造会議の提言において､現在35％にとどまっている理

系分野を５割程度とする取組を推進し､日本人学生の

派遣を2033年までに50万人、外国人留学生の受入

れ・定着の40万人など目標を掲げている。②デジタ

ル・グリーン等の成長分野への転換支援として、基

金を創設して令和14年度までに検討・準備段階から

完成年度まで原則８年以内の支援を実施している。

初回公募では、学部再編等の状況はデジタル分野

64％､グリーン分野19％などで、理系学部を初めて

設置する文系大学の割合は67件中、約３割となって

いる。

（６）急速な少子化が進行する中での高等教育の在り方

について、令和５年９月25日に中央教育審議会に諮

問が行われ、一つは、成長分野をけん引する人材の

育成や大学院教育の改革等の重要性などの検討。二

つは、学部構成や教育課程の見直しや高等教育機関

間の連携強化、再編・統合等の促進などの方策、地

方の高等教育機が果たす多面的な役割の重視などの

検討。三つは、国公私の役割分担の在り方、果たす

べき役割・機能、その実現方策の検討などとしている。

講演２

デジタル革命が大学教育の未来を変える
東京財団政策研究所所長､日本学術振興会顧問､
本協会副会長

安西　祐一郎　氏
①「デジタル革命」とは何のことか、しっかり理解い
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ただかないと、文部科学省の政策を大学が主体性を

もって教育改革に当たることができなくなる。その

際、人の「学び」の原点はどこにあるのか理解いた

だいた上で、一体、社会は大学に何を求めているの

か、焦点を明確にした上で、大学の現実をどう変え

ていくのか、教育の具体的方法を考えることが大事

と思う。

②　結論として、次のような考え方を持たないと教育

改革のリーダシップは持ちにくい。

一つは、学生の学びを促す基本的な力としての

「学びの原動力」として、目標を自分で身に付ける

力、お互いの目標を共有する力を育成することが大

事になる。

二つは、それを受けて「大学教育の未来」として、

何をしていけばよいのか、ただ知識を覚えるのでは

なく、社会に通用する知識の活用ができるスキルを

鍛えることを念頭においていただきたい。また、デ

ジタル化が進んでいく中、自分でもって社会的な関

係性を築く力を鍛えることが大事となる。

三つは、「デジタル革命は大学教育の未来をどう

変えるか」として、大学がオープン化される。どこ

でも、いつでも学べることから、どこの大学で学ん

でいるかという垣根がなくなっていくので、教育の

何に焦点をあてていくかが課題となる。

また、イノベーションができるようになるスキル

の学びが中核になる。決定的に大事なのは、多様な

人達が自分で目標を共有し、社会的な価値を創り出

すリベラルアーツの学びが中核になる。

講演３ 

大学の教育改革に進言：大学を変える
公益財団法人　国際通貨研究所理事長

渡辺　博史　氏
①　教える側の問題として、教育の機能強化の問題が

ある。

一つは、研究力が高くても教育力が低い人が多い

ので、それぞれの分野で教育力の高い教授の授業を

ビデオ収録して、全国の学生に視聴させてはどうか。

学生は時間に拘束されず夜でも受講できるようにし、

その上でビデオを踏まえた小人数によるディベート

などの議論に持ち込まないと学びが深まらない。

二つは、４年間の授業が充実すれば、大学院授業

の進化が期待できるが、文系の大学院はより高度な

実践的な知識・スキルが求められており、授業の立

て方に無理があり期待されていない。経済、会計等

など授業の連携が必要ではないか。

三つは、教授の教育力評価を徹底してはどうか。

企業で行っている360度評価で学生､関係者などによ

り評定し、惰性的なテニュアの見直しを行う必要が

ある。優れた教員を確保するには、海外での経験を

積んだ方を増やす必要があるが、高額であるため、

給与・報酬体系の見直しが必要となる。また､大学を

変えるには教授会での決定が必要となるが､全然機能

していない。決定のルールを全会一致でなく、３分

の２などの多数決による見直しが必要ではないか。

②　学ぶ側の学生の問題として、一つは、大学入試が

ゴールになっていて達成感から、１年生・２年生に

自主的な学びが見られない。１年生・２年できっち

りと学びができる環境を作る必要がある。宿題とし

て課題が当然に出る授業とし、教員が学びの方向付

けを行うことも大事となる。例えば、毎週本を沢山

読ませるなど負荷をかけてもいいのではないか。結

果として、落第・留年・退学が日常的になる。３年

の夏からインターンなどの就活がはじまるので、少

なくとも３年半は学びができるよう、産業界との関

係の中で就活の後ろ倒しが望まれる。

二つは、いろいろなものを繋げて新しいものを考

えられるようにするには、深みのある授業を選び、

関心を持って学びに入れるよう、学びの分野の選択

は学部・学科の入学試験で選択するのではなく、一

定の知識・スキルの水準がある学生には入学後に授

業を受けながら選択させてもいいのではないか。そ

の中で関心のある授業を受けられるように、教養科

目を高校教育の焼き直しでなく、１年生でも大学院

生でも学べるよう全専門学科を教養科目の対象にし

てはどうか。

三つは、大学がミニ総合大学化してきている。少

子化の問題もあるので特色のある分野で専門性の高

い学部を持つようにしてはどうか。しかし、多くの

分野を学べるようにすることも大事なので、得意の

分野は自大学で行い、それ以外の分野は他大学との

単位の相互認定制を促進してオンラインなどの方法

で大学間連携することが考えられる。

四つは、スマホなどで学生の言語能力が低下して

きており、自分で考えたことを伝える日本語、英語

事業活動報告

③　デジタル革命と国際政治・グローバル経済の激変

という外国のお手本がない状況にある。教育理念・

教育方法の転換ができていない中で、目標を設定し、

できるところから対応していくことが私立大学の役

割と考えている。

④　教育の具体的な方法としては、｢他者との協働によ

る新しい価値の創造｣の力をつける教育へ転換するこ

とが大事となる。その際、一人ひとりの学生に光を

あてるツールとしてAIを個別の教育に活用し、教育

の格差を是正することが重要となる。多様な学修を

対象とすることから､社会のシミュレーションができ

るようにAI技術を用いた教材の整備が重要となる。



の最低水準の訓練が必要で補講、又はクリエィティ

ブライティングなどのコースを設け、学ばせる必要

がある。また、文系でも数学が必要で、何のために

数学を学ぶのかを明確にして学ばせることが重要と

考える。

五つは、自分で何かを構想して作り上げていくに

は、答えが複数あるかもしれない、答えがないかも

しれないという判断が求められるが、大学入試にお

いても答えが一つしかない問いが行われていること

に疑問をもっている。答えが複数ある、答えがない

かもしれない、という学びの場を設けることが大事

となる。その上で大学院、社会人では、自ら問いを

見つけられるようになることではないであろうか。

講演４（ビデオ)

未来創生型の文理融合教育の推進
国立大学法人滋賀大学学長

竹村　彰通　氏
①文理融合教育に対する社会からの要請として、デジ

タル敗戦と呼ばれる日本の現状が紹介された。次い

で、デジタルトランスフォーメーション（DX）を推

進する中で、データを収集し、データに基づく分析

を行い、意思決定につなげるには、情報、統計領域

の知識を組み合わせる文理融合的な人材が必要とな

っている。

日本では、技術は理系、経営は文系として役割分

担してきたが、データに基づく素早い意思決定、柔

軟な意思決定に不利となっており、文理融合人材が

不可欠となってきた。

大学教育でも文系･理系縦割りとなってきたが、文

理融合教育に転換する必要に迫られている。技術系

の社会人には経営の知見、経営の社会人にはデータ

分析のリスキリングが始まっており､大学教育の役割

の一つとして考える必要がある。

②　高校教育の変化として、｢情報Ⅰ｣の泌履修科目化

により、国立大学の入試科目に取り入れられた。ま

た、私立大学の文系でも入試に数学重視の動きが出

てきた。

③　大学におけるデータサイエンス・AI教育の進展と

して、教育強化拠点コンソーシアムの会員校が140

校以上となり、モデルカリキュラム（今後生成AIを

含んだものに改訂）の紹介､教材等の紹介､公開シン

ポジウムなどを通じて理解普及の全国展開が進んで

いる。また、国として数理・データサイエンス・AI

教育プログラム認定制度が進み、令和５年８月時点

でリテラシレベル382件、応用基礎レベル147件と

順調に進んでいる。なお、教員不足の対応として、

統計数理研究所を中核に30大学が参加して｢統計エキ

スパート人材育成プロジェクト｣として、統計活用研

究の指導ができる教員の育成を始めている。

④　滋賀大学では、日本で最初のデータサイエンス学

部を2017年に創設し、経済を取り巻く学生的な経済

系の教育研究と地域に根差す実学主義による教育系

の知見とデータサイエンス系のデータの処理・解析

を組み合わせた文理融合教育を通じて価値創造の

PBLを展開している。

具体的には、企業・自治体からデータの提供を受け、

課題解決・価値創造にトライしている。また､大学院教

育、学部教育の定員も大幅に増員し、300社以上の企

業連携を積極的に推進している。

講演５

令和４年度「全国学生調査（第３回試行
実施）」の結果から見えた課題など
文部科学省高等教育局企画官（併）高等教育政策室長

髙見　英樹　氏
①全国学生調査は、学生目線から大学教育や学びの実

態を把握することを目的としており、令和元、３、

４、６年度と本格実施に向けて4回の試行実施を行

い､７年度以降に本格実施を予定している。大学２年

生及び最終学年生、短期大学最終学年生にインター

ネット（Web）で調査した。

質問内容は、大学に入ってから受けた授業の状況、

在学中に経験した授業の有用性、大学教育を通じて

身に付いた知識や能力、大学での学び全体を振り返

った大学の対応、今年度後期の授業期間中の平均的

な１週間の生活時間、今年度に受けた授業の受講形

態の割合について、45の質問項目を設けて実施した。

②　第３回試行実施は、大学（782校）は68％が回答、

短期大学（309校）は49％が回答し、全体で有効回

答数10万人、11％の回答率であった。以下に、説明

のあった中で、主な回答結果を抜粋する。

＊　大学に入ってから受けた授業で、適切なコメン

トが付されて提出物が返却される割合（54％）が

低く、特に設置者別で見た際には私立、公立と比

較して国立が低い割合であった。

＊　身に付いた知識・能力として、専門分野に関す

る知識・理解（89％）、社会的責任や倫理観

（85％）、多様な人々の理解を得ながら協働する力

（81％）等で割合が高かった。データサイエンス

等の知識・技能は51％であり、今後、各大学にお

いて取組が進められることに期待する。

＊　大学が学生に卒業時までに身に付けることを求

めている知識や能力を理解している（80％）、教

職員が学生と向き合って教育に取り組んでいる

（80％）、大学での学びによって自身の成長を実感

している（82％）等で割合が高かった。一方、授

業アンケート等の回答を通じて大学教育が良くな

っている（49％）については半数程度であった。

＊　今年度後期授業での２年生の出席は週16時間以

上が69％であるが、予習・復習等の授業に関する

学習は５時間以下が49％であり、授業に関する学

習時間が短い課題がある。

③　急速な少子化が進行する中での将来社会を見据え

た高等教育の在り方について、令和５年９月の中央

教育審議会大学分科会において、今後の高等教育全

体の適正な規模を視野に入れた地域における質の高

い高等教育へのアクセスの確保の在り方や、国公私

の設置者別の役割分担の在り方等について、一定の

方向性を打ち出すべく令和７年を目指して審議を進
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めるとしている。

関連情報提供の概要

私立大学教員授業改善白書（令和３年度
調査結果）による教育改革の課題と対応
私立大学情報教育協会事務局長

井端　正臣　氏
「学修者本位の教育への転換」、「教育の質向上を目

指した対面と遠隔を組み合わせた新しい学びの創出」、

「教学マネジメントの確立に向けた取り組み」について

自己点検いただき、大学に求められる教育改革への課

題を整理･提言することを目的として、令和３年度に加

盟校の専任教員に直接端末から回答を依頼した。その

結果、143大学（74％）から5,617人(回答率12.6％)、

30短期大学（64％）から173人(回答率31.9％)の回答

があった。

①　学修者本位の教育への転換に対する教員の意識は、

ほとんどの教員がシラバスや授業で獲得できる能力

の明確化、学修者本位の取組みの重要性を意識して

いる。

また､７割以上の教員が授業を社会課題等と連動し

て学修意欲の向上及び主体性の促進と、不安･悩みへ

の相談・助言への取組みを意識している。

意識が５割前後と分かれる対応・取組みとしては、

学生の興味・関心を引く授業を設け、学修成果の発

表・評価を行い、学びの通用性を体験させるとして

いるが、半数の大学教員は関心が見られない。

意識が低い対応・取組みとしては、TA・SAの学修

支援が３割にとどまっている。学生目線による相談･

助言の仕組み作りが期待される。

②　学修の質の向上を目指した対面と遠隔を組み合わ

せた新しい教育への対応は、８割前後が考慮してい

るが、反転授業の充実、問題発見･課題解決型学修の

推進､アクティブラーニングの充実など､教員に負担

が多く難しいと思われるチャレンジングな対応は３

割にとどまっている｡

基礎学力の向上に効果が高い反転授業への対応は、

大学４割強、短期大学３割にとどまっており、大学

教員の５割、短期大学教員の６割強以上は消極的で

ある。教員が躊躇する課題を大学として整理し、組

織的支援を速やかに図る必要がある。

③　教学マネジメントの確立に向けた教員の対応は、

担当授業とディプロマポリシーとの関係性・整合性、

授業の達成状況の点検・評価、学修ポートフォリオ

や授業評価アンケートの活用に７割以上が取組んで

いる。しかし、ディプロマポリシーへの対応は、「一

部取組んでいる」を除くと、大学４割強、短期大学

５割強にとどまっている。全教員が学位授与方針の

下で担当授業を関連付けて学修者が実感できるよう

な改善行動が急がれる。

教育の質向上のためのFDの充実・強化への対応

は、大学教員が３割強にとどまっており、喫緊の課

題となっている

令和４年度私立大学教育における情報化
投資の実態
加盟校における収支決算に基づく情報化投資額の調

査を毎年実施している。加盟158大学、34短期大学に

調査したところ、134大学、29短期大学から回答を得

た。回答率は大学84％、短期大学85％であった。

①　大学の教育研究部門における物件費の情報化投資

額は、中央値で大学全体では１校当たり3億78万7千

円と、令和３年度より5.4ポイント増加している。短

期大学は1,538万円で、前年度より3.8ポイント減少

している。

②　クラウドの利用状況は､大学の利用率が94％と1ポ

イント増加、短期大学は73％で10ポイントの減少に

なっている。クラウドの利用経費は、中央値で大学

が952万円で15ポイントの増。その内、１千万円以

上の大学は65校、１億円以上は８校、最大は11億円

であった。500万円以上の短期大学は、０校で、最

大で440万円であった。

クラウドの経費が情報化投資額に占める割合は、

大学で平均2.9％と前年度より0.4ポイントの増、短

期大学で平均2.5％と前年度より0.4ポイントの増な

っている。

昼間部学生１人当たりの教育研究情報化投資額は、

中央値で大学全体は6.7万円、短期大学は4.6万円と

なっている。

出席者からの感想(抜粋)　

① 多様な大学の将来のあるべき姿を示して頂き、

目から鱗が落ちる想いでした。どのようなパスを

通れば達成できるのか、考え始めたところです。

オンライン資源の活用が鍵となるように思いま

す。通信課程と通学課程のハイブリッド化がシス

テムとして可能になれば、硬直化した受験勉強と

大学教育に一定の改変効果が期待できるように感

じました。これからの方向性の検討に役立てたい

と思います。

②　今回の会議テーマは、日本の現状課題を捉えて

適切。大学教育の変革が求められるのに対し､大

学、特に教員の意識は低い。教育振興基本計画は

高等教育だけでなく、初等レベルから一貫した政

策と全国一律でないことが望まれる。

③　時代の流れとして大学がどうあるべきか理解で

きたが、学生たちにとってそういう大学が魅力あ

る大学であるかどうかといったことについは見え

にくかった。

④　第４期教育振興基本計画について、理解を深め

ることができました。デジタル改革時代における

大学教育や文理融合の重要性についても、理解を

深めることができ、感謝申し上げます。

⑤　私達が直面している課題の困難さをよく認識す

ることができました。少子化への有効な対策はな

く、「18歳の高卒者が大学に進学する」という現

在の大学のビジネスモデルを根本的に変えるので

ないかぎり、いまある数の大学を維持することは

不可能だと思いました。
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